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　　　　　　　　　　　　　　Abstract

　 This　paper　intends　to　clarify　the　mechanism 　of　CSV （creating 　shared 　value ）as　a

socially 　responsible 　business（SRB），　which 　is　expressed 　as　the　strategic 　corporate

responsibility ，　put 　forward　by　Porter　and 　Kramer，

　 CSV 　is　based　 on 　the　 logic　of　Porter’s　strategic 　positioning　approach ．　Through

enlargement 　of　shared 　value ，　CSV 　pursues　the　maximization 　of　profit　of 　both　business

and 　society 　by　a　positive　feedback　mechanism ．

　 CSV 　 emphasizes 　the 　business　view 　that　involves　80cial 　benefit　and ／or　profit，

is　 orientated 　toward 　the　 maximization 　of　the　right 　kind　of　profit，　 and 　 suggests 　to

integrate　CSR 　into　business　strategy ．

　 However　the　purpose　of　CSV 　is　nQt 　to　promote 　CSR ．　CSV 　is　only 　utilizing 　sQme

elements 　 of 　 social 　 dimensions 　in　 which 　CSR 　has　been 　 regarded 　 as 　important，　to

reinforce 　the　strategic 　position　for　getting　a　competitive 　advantage ．

　 For　CSV ，　CSR　is　only 　the　means 　to　reinforce 　the　 uniqueness 　 of　the　strategic

positioning ．

1． は じめに

　本稿は Porter＝Kramer （2006 ；2011）が 提

起 した戦略的CSR（corporate　social　responsibility ）

とも称 され る CSV （creating 　shared 　value ）構

想の社会的責任ビジネス （socially　responsible

business；SRB）と して の メ カ ニ ズ ム の 解題 を

課題とする。SRB はCSR や、その 一環 と して 社

会的課題の 改善／解決に取 り組 む社会的 コ ミ ッ

トを 、 事業活動の枠組みの 中で展開し、か つ 企

業利益へ の フ ィ
ー ドバ ッ ク を意識 した事業様式

（や企 業 シ ス テ ム ）を 思索する議論で 、CSR 論

の 枠 組 みで は、1990年代中盤以 降頻 繁に行わ

れ て きた
qD

。た だ し 「事業 との 関連 」、「企業

利益 へ の ブ イ
ー ドバ ッ ク」の 内容は論者 によ っ

て 千 差万別 で あ っ た 。 例 えば業務的意思決定

の 範疇 でCSR 課題 へ の 取 り組み を議論する こ と
　　　　 ロ　　　ロ
は、「事業戦略」 と関連 して い ると は言い 難い

か もしれない が 、CSR 活動を価値創造過程にお

ける正 当な支出として 計上 し、事業の枠組み で

取 り扱 う。 また費用対効果 を重視 したCSRマ ネ

ジ メ ン トの 議論も、 CSR 成果 と費用抑制の 両立

を意識す る 。 どちらも企業利益 と の 関連を念頭
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に置 い て い る。

　 し か しPorter＝Kramer （2006 ；2011）　は

こ うした 域 を凌駕 したSRB の あ り方をCSV と

い う設定にお い て 構想する 。 CSV は 共有価値

（shared 　value ：SV ）の 拡張 を通 じて 、 企業 と

社 会双方の便益 を増大 し得 る と主張する。しか

も伝統的企業観を踏襲 し、そ こ で の 株式会社企

業の基本的役割とされる利益最大化 と矛盾 しな

い 、む しろそれに貢献する社会的責任の 展開 と

して 、 CSV 構想 を提示す る 。 か れ ら は CSV を

戦略的CSR とも言 うが 、　 CSR の 知見や その 変遷

を全 く踏 まえず構想 を展開す る 。 CSV は 多 く

の 論者 に援用 かつ 批判 されて い るが （Crane　et

al，2014他）、そもそ もその 理論的特徴や SRB と

して の メ カ ニ ズ ム は十分 に明示 されて い ない 。

　本稿は 、経営学研究へ の SRB 論考の系譜づ け

を射程 に、CSV 構想や その SRB と して の メ カ

ニ ズム を、ポ ー
タ

ー
（2011） の 競争戦略論 の

論理 との 接合 から、提示する こ とを課題 とする 。

　まず次節で は Porter＝ Kramer （2002 ；2006 ；

2011）、ポ
ー

タ
ー

（2008）の 考察か ら、 CSV 構

想 を まとめ る 。 SV 概念 の 理解 や その発 見
・
育

成 に関する見解の 検討を軸に 、 CSV とい うSRB

構 想 の 構造 やサ イク ル を整理 する 。 そ して 3

節で は、CSV が 競争戦略論 に 基づ い て い る こ

と明 らか に し、競争戦略観 との 接合か らCSV

の SRB と して の メ カ ニ ズム を 、 つ まり企業利益

に貢献するCSR の 実践論理 とその 特徴 を、解題

する 。 最後に本稿の含意 と経営学研究における

SRB 論の 系譜づ けに向けた課題 を示す 。

1 ．CSV 構想の コ ン ス トラクシ ョ ン

　 2 − 1 ：共有価値 と戦略的CSR

　SV とは企業が社会 と共有 し得 る価値 を意味

する （ポ
ー

タ
ー 2008，p．38）。

　 Porter＝Kramer

（2002，p．59）で は、利害の 融和 （convergence

of　interests） と呼 ばれて い た 。 それ は株 主利

益 に資す る社会貢献活動が 可 能 な投資領域
 

で あ っ た 。 伝統的企業観 を前提 にすれ ば企業利

益に寄与 しない寄附は正当化 され ない 。 そ こで

自社の競争環境改善に最 も寄与 し得る社会的団

体 に社会貢献支出 （；寄附）を集中させ 、 そ

うした 団体に よ る社会改善や社会的価値創 出を

ア シ ス トする こ と で社会的 コ ミ ッ トに関与する

と同時に 、自社の競争力強化へ の フ ィ
ー

ドバ ッ

ク を企業利益 と捉え、伝統的企業観に矛盾 しな

い 社会的責任の 果 た し方を戦略的 フ ィ ラ ン ソ ロ

ピ ー〔3 ，

と い う設 定で Porter＝Kramer （2002）

は構想 した （高岡 2009）v

　SVは こ の 概念 を拡充 した もの で、自社 に とっ

て の 利益 と社会との利 害が
一

致する 投資対象と

な り得る活動領域 を意味する 。 よ り具体的に は

自社 が事業展開す る地域社会 の経済条件や社会

状況 を改霽 しなが ら、自社 の競争力を高め る方

針 とその 実行 と定義 され、その際、価値原則 と

それ に基づ くSV 原則 の 体現 を必須 とす る と指

摘する （Porter＝Kramer 　2011
，
　p．6）。

　価値原則 とは、事業活動にお い て 費用を上 回

る収入 を得る こ と を大前提 に、価値 を費用 と

比 べ た便益 と規定 し、顧客か ら得た収入 か ら

掛か っ た 費用 を差 し引 い た もの を利益 と捉 え

（ibid，　p．6）、費用 を上 回 る価値を創造、提供 し

得な い 限 り、 企業は利益 を獲得で きず、従 っ て

存続 も成長 も、当然 （企業）利益の 最大化を も

目指 し得 ない 、とい う考えを意味する 。

　Porter＝ Kramer （2011，　p．4） は、 こ の 価 値

原 則を大前提に、SV を企 業の 成功 と社会の 進

歩を事業活動に よ っ て再結合 させ る ため の 概念

で ある と規定す る 。 こ の 事業を介 して 、
つ ま り

事業の 枠組み に社会的次元 を組み 込 むこ とで 、

企業 と社会の 相 互 利益 を高め る とい う考 えを

CSI （corporate 　social 　integration） と称 して

い る （ibid，2006，　pp．83−5．，　p．92；2011，　p．4；pユ7）。

　そ して SV原則 とは 、 社 会的な ニ ーズ や諸課
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題 へ の 取 り組みによ っ て 、 社会に対する益をも

創 出する形で 、 自社の 経済的価値を創出する

こ とを意味 し （ibid，2011，　pp．4
−6．）、そ こ で も

当然価値原則を必須 とする 。 従 っ てSV原則 は 、

慈 善で はな く従来通 り営利事業で はあるが 、自

己の み で は な く、他者の 利 害を考慮す る こ と、

その前提 と して社会 を意識 した 、 利益獲得の 、

か つ 自己の 存続 ・成長の 、 あ り方に かかわ る、

価値創造活動原則 とい うこ とになる 。

　か れ らは企業の 目的は単に利益 の獲i得で はな

く、 SV の 創 出で ある と再定義する 必要が ある

と主張 し、 SV こそが 、
　 CSIを可能とし 、 企業を

「正 しい 利益 （right 　kind　of　profit）」の 獲得 に

導 くと指摘する （ibid，　2011，　p．17）。

　 こ うした見解の 背景に は 、 株式会社企業や そ

の 事業活動及びそ れ らに よっ て形成 される現代

資本主義に対 して 向けられる、社会か らの懐疑

があ る。 企業 の 自己利益拡大を独善的に 目指す

事業活動 こ そが 、 社会に とっ て の 害悪 で あり、

多 くの社会的弊害の原因で ある との 疑念が蔓延

し、株式会社制度や企業の 自由な事業活動の正

当性が危機 に晒されて い る と い う認識 を背景に

する 。 それ は ゼ ロ サ ム 思考の 間違 っ た 競争に

浸 っ た企業活動の 結果で もある と批判する 。 そ

して 自社の 利益最大化だけを独善的に志向する

の で はな く、社会的便益を高め る こ とを通 じて、

も しくはそれを付帯する、経済的利益の 獲得や

自己利益の 最大化 の 必要性 を説 く。 それが CSI

で ありsv 原則である （ibid，　pp ．15−7．）。

　ポーター （2008，pp．37
−8．）、　 Porter＝Kramer

（2006，p88 ；2011，　p．17）はSV 原則に基づ き社

会的課題や ニ ーズへ の コ ミ ッ トを事業戦略の 中

で 展開し、社会的価値 ・目標へ の 寄与を必然と

して 自社利益を創出する 、 又は それ に繋げる こ

とを指向す る活動 を、戦略的CSR と規定す る 。

2 − 2 ：CSV の構造 とサ イクル

　SV の 発見は事業 との 関連度合 い を基準 に し

た社会的課題の 優先順位付けか らは じまる
（4 ）

。

Porter＝ Kramer （2006，　p．85）は社 会 問題 を、

（1）一
般的社会問題、（2）バ リ ュ

ーチ ェ
ーン （以

下 ： VC ）上の 社会的イ ン パ ク ト、そ して（3＞競

争 コ ン テ クス トの社会的次元、とい う3 つ に分

ける。 （1）は企業の業務に よっ て重大 な影響 を生

み 出 して い るわけで もな く、か つ 長期的な自社

の競争力に実質的に影響 を与 えな い 社会的課題

で 、企業が事業戦略と関連づ けて取 り組むの に

相応 し くない 対象 とされる 。 （2）は 自社の VC に

かかわる社会的課題で 、 自社がそこで の 活動を

通 じて VCが社会に及 ぼす社会的影響 （VC → 社

会）と、 VC が 被る社会的影響 （VC ← 社会）の

2 つ の パ ス の 影響が対象 と なる 。 （3）は（2）の 後者

と も関連 し、自社が操業 して い る 地域におけ る

企業の 競争力の 基礎 となる諸要因に重大な影響

を与え る、競争環境 や その コ ン テ クス ト
（5 ）

に

お ける社会弊害や問題が対象 となる 。

　そ して社会的課題へ の関わ り方として 、図 1

の 区分 を提示す る （ibid，　pp．85−9．）。 事業 と関

わ りの 薄い 社会問題へ の 企業市民活動、つ ま り

戦略意図の な い 慈善行為 と、VC 上 にお い て 生

み出される社会的悪影響を緩和する こ とのみ を

主眼 と した取 り組み を受動的CSR とし 、 戦略的

CSR と区別する 。 こ の 戦略的 CSR がCSV の 対象

となる （ポーター 2008，p，38）。

　次に 自社に とっ て の社会的課題の 把握 や選定

方法 と して 、 イ ン サ イ ドア ウ トと ア ウ トサ イ

ドイ ン とい う 2 つ の 分析手法を提起す る （ibid，

2006，pp．86−7，）。 前者 は企業活動が もた らす社

会的課題 へ の 影響を （ibid，　p、86図参照）、後者

は外部環境が企業活動 に与 える社会的課題の 影

響 を浮 き彫 りにする もの で （ibid，　p．87図参照）、

前者が（2）の VC の 社会的影響 （VC → 社会 ）を、

後者が（3）の競争環境の社会 的次元 （VC ← 社会）

を把握す る手段 とな る 。 Porter＝Kramer （2006，
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図 1 ：社会 へ の 企業 の 関 わ り方

一
農砂 な渥会砂 イ ン パ ク み バ グユ

ーチ ェ
ーン の II一会斂 イ ンパ ク み　 麗争コ ン テ クズ Fの 社会舶次元

出 典 ：Perter＝Kramer （2006．　p．89）

p．87）は こ の 2 つ の 照合 か ら、SV を最 大化 し

得る対象 （社会的課題）の 抽出 を示唆す る 。

　そ して Porter＝Kramer （2011，　p，7）はSVを

具体化する方法として 、   製品 と市場 を全 く新

しい 発想で 見直す、  VC の生 産性を再定義す

る、そ して  地域 クラ ス タ
ー

の 発展を支援する、

の 3 つ を提起す る 。 図 1 の 戦略的CSR の 行為

に は 、 VC 上 の 悪影響の 緩和 に と どまらず、そ

れ を（i）戦略の 強化に繋げる こ と、（ii）その
一

環

として 、 VC を再編す る こ と、そ して（iii）VC を

包含する 自社 の 競争 コ ン テ ク ス トの 諸問題を改

善する こ と、の 3 つ があ る。

　  は〔Dの 戦略強化 の具体 として、社会的ニ ー

ズの 発 見や そ れ へ の対応、そ して 社会的課題

を解 決す る 事業 を指 向す る 。 戦略展開の 基本

となる価値提案の 要素 に、社会的次元 を加 え

（Porter＝Kramer2006，　p．89）、　 SV とい う視 点

か ら、既存市場・事業にお ける 自社製品・サービ

ス の差別化や リポ ジシ ョ ニ ン グの 機会を見出す

こ と、さらに は社会 的課題 を改善
・
解決する新

しい 製品や サ ービ ス を生み出す こ とを指 向する

（ibid，　2011．　pp ．7−8．；水上 2011，　p．3）。つ まり従

来事業戦略にお い て 考慮 されて こ なか っ た社会

的次元 の 要素を、 既存事業 の 強化 と新規事業 ・

市場 の 発見 ・
開拓 とい う二 重 の事業機会に繋げ

る こ とを戦略強化 と して 目指す 。

　  は（ii）に該当し、
　VC の 生産性の 改善や向上

を課題 とする。水上 （201Lp ．5）は  に関す る

Porter＝Kramer （2011，　pp．7−IL）の 見解 を要

約 し、表 1 の ように  の 取組内容をまとめ る 。

表 1の 6 項目は 3 つ の グル
ープに分類で きる 。

それ らは＠ ロ ス の 削減や諸資源の 利用効率向上

に焦点を当て る（1）〔2）、  VC やそれに隣接する

環境領域の 主体間の 結び つ きや連携強化 に焦点

をあて る（3）（4）（6）、そ して◎人的資源に注 目す

る   で ある 。 ＠は VC の 直接的 な資源利用効率

の改善を、  はVC とその 隣接す る環境構 成主

体 との 連携 と、そこ で の 情報共有促進や機会損

失軽減の た め の 土 台づ くりを、そ して◎はそれ

らの 活動を担う人材の やる気や意欲向上 に よる

生 産性改善へ の 効果、とい う 3 つ を  の 内容 と

する （ibid，　pp．8−11．）。

　  は  に該当す るが、クラ ス タ
ー形成の 「支

援」が主たる問題で あり、形成その もの は   の

  が 該当する 。   の具体的活動は、 自社の競

争 コ ン テ クス トを改善 する能力 の て こ入 れ を

意図 した戦略的フ ィ ラ ン ソ ロ ピー
で あ り （ibid，

pp12 −5．）、自社 の操業地域 の ク ラ ス タ
ー
形成 、

引 い て は VC の 生産性 向上 に と っ て の 障害や欠

陥、不備の 改善を実現 し得るで あろ う、主 に非

経済的主体 へ の 選択的寄 附が該当する 。

　 さて、こ れ ら の 3 つ の 手法の 関係や サ イ ク

ル 、そ して受動的／戦略的CSR の 区別の ポイン

トは 図 2 に まとめ られ る 。 CSVがSVの 拡大 に
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表 1 ：バ リ ュ
ーチ ェ

ーンの 競 争 力 強化 と社会 へ の 貢献の 両立

基本バ ターン 企業 に と っ ての 脅値　⇔ 祉会 だ と っ での π値 箏躍

／工 場、オフ ィ ス 、物 流等 バ ／ 化 石 資源 の 有 効 活用、CQ2 ／ ウ ォ ル マ
ートは容器、包装 の軽 量化

リ ュ
ー

チ ェ
ー

ン 全体 を通 じた 排 出 削減 と トラ ッ ク 輸 送 ル
ー

トの 最 適化 に よ

ω エ ネル ギー朋 と エ ネル ギー
コ ス ト削減 り、商 品輸送量 を増や しな が ら も年 間

物 笏の効率沈 ／物流 に お け るエ ネ ル ギ
ー

コ 2億 ドル の コ ス ト削減 を実 現

ス ト低 減、対応 迅速 性 向 上、
在庫削減等

！ 水 資源、各種 原料等 の 効 率 ／ 水 資源、各 種原 料等 の 有効 〆 ダウ ・
ケ ミ カ ル は 最大 の 生 産拠 点 に

‘2丿利鯏 用 の 効率化
利 用 、リサ イ ク ル、リユ

ー
ス

等 に よ る コ ス ト削減

利 用

／ ゴ ミ 処理 量 の 削減

お け る水資 源 使 用 量 を 10億 ガ ロ ン 肖1」

減す る こ と を 通 じて 、400 万 ドル の コ

ス トを削減

！サ プ ライヤ
ー

の 育成 を通 じ ／サ プラ イヤー
の 生産性 向上 ／ ネス レは ア フ リカお よび南米 の 小規

た 高品質 な原 材料 の安 定供給 を通 じた環境 負荷軽 減 模 コ
ーヒ ー

農家に 栽培技術、ノ ウ ハ ゥ

r3丿サ プ ラ イ ヤ ーの 馘 ！ ロ ーカル サ プ ラ イ ヤーの 育 ！ サ プ ラ イ ヤーの 成長 を通 じ の 供 与、資金援 助等 を 行い 、高品質 コ ー

成 を通 じたサ プ ラ イチ ェ
ーン た地域 コ ミ ュ ニ テ ィ

ー
の 発展 ピ

ー
の安定調達を実現

の 効率化

／新 たな 事業 か らの 収 益 獲 得 ／紙 、プ ラ ス チ ッ ク 等の 使 用 ／ ユ ニ リーバ は イ ン ドの 農 村部 の 助成
・電子書 籍等 の モ ノ の 流通 か 量削減 に マ イ ク ロ 融資 と企 業家 として の 訓練

r4聯 た な瀧適 モ デル ら情報の 流通 へ の 変化 ！途上 国の 発展等 を 実施 し、主婦や 女性達 を 販売チ ャ ネ
・マ イ ク ロ フ ァ イナス 等の 新 ル と して 活用 し販売網 を構築

市場対 応流通モ デ ル

／ 従 業 員 の 健康 ・安 全 確 保、／従業員の 健康 や安全 の 維 持 ／ ジ ョ ン ソ ン ＆ ジ ョ ン ソ ン は従業 員の

r5腱 類 の 生 産淫1眦
能力 向上 等の 支援 を通 じた 従

業 員の 生 産 性 向 上

！従業貝の 能力 開発等 禁煙 支援 と健康 増進 プ ロ グ ラ ム を 通 じ

て、ヘ ル ス ケ ア コ ス トを 2，5 億 ドル 削

減

／ 地 元 サ プ ラ イ ヤーを 育 成 ／ CO2 排出量削減 ／ 農 産物商社 オ ラ ム は ア フ リ カ で 調 達

し、地 元 か ら の 調 達 を増 や す ／ 地 域 の 雇 用 創 出 す る カ シ ュ
ー

ナ ッ ッ の 加 工 基 地 を ア ジ

倒勉域 の 醐 こ とに よる輸送 コ ス トの 削減 アか らア ブ
IJ

カ に移 す こ とで、輸送 コ

！ 地元 との 密着 に よ る きめ 細 ス トを 25％ 削 減

か い 調 達 等の 実 現

出 典 ：水 上 （2011，p．5）

よ っ て 目指す 、 企業利益は 3段階ある 。 まず（1）

自社に とっ て有利 に働 くこ とを意図 した競争環

境の 改善、次に（2）独 自に調整 され た VC の 編成

と維持による持続的競争優位の 確保 、 最後 に（3）

そ こ か らもた らされ る （投 下資本利益率で測 ら

れ る）経済的利益で ある 。 （2）の 構築と維持は（3）

に帰結する こ とを前提 にする の で 、 CSV が 目

指す具体 的成果 は〔1）と（2）に なる （ただ し（1）が（2）

に繋が る理屈 は強固で はな く、 その パ ス も複雑

で あ る）QPorter
＝Kramer （2006，　p ，88 ；2011，

pp．15−6．）は 、 戦略の 本質は独 自の ポ ジ シ ョ ニ

ン グ とそ れ を実現する独 自に調整 され た VC を

編成す る こ とで あ り、 こ れを顧客や競合他社 と

の 関係の み な らず、社会 との 関係に適用 した の

が戦略的CSR で ある とい う。 そ して今後益々
、

社会的次元の 要素を加 味 した価値提案が優れた

事業戦 略 を構築す る鍵 に な り、それ を実現 し

得る VC 編成が 持続的競争優位に繋が る とい う

（ポ ー
タ
ー 2008，p．39）。

　こ れ らは図 2 の   ⇔   の サイク ル が該当 （製

品 ・サ
ービ ス だけで は な く、VC の 再編や 強化

の 方向性や 対象を見出す、洗い 出しの 機能も含

む） し、 CSV の 企業利益の 〔2）につ ながる作用で

ある 。 またPorter＝Kramer （2011，　pp．4
−5．；p．11）

は 、 生 産性の 源泉 を正 しく理解す る こ とが、コ

ス ト要因 と捉 え られて きた、CSR 活動を価値創

造の 枠組みで利益の 源泉 と して 捉 え直 し、SV

を事業として拡大す る鍵になる とい う。 その対

象 として重視する のが クラ ス タ
ー

で ある。 図 2

の   →   の サイク ル が こ の ク ラス タ
ーを考慮 し

た作用 に該当 し、 CSV の 企業利益の （1）に寄 与

す る 。 図 2 の     の サ イク ル は、CSV の 競争
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図 2 ：CSV サ イ クル

外部、ビ ジ ネス 以 外の 論埋 と の 接 触

か らの 異 なる 発想
・
視点獲 得 の 期待

ン の

軸の 提供

／ 租対 的低 価格 の 価値創 造 と

その 持統 基盤 の 構築

遡幣砂 （二5尺

他要 素と の 連動意図

峻別点 VC 上 の 業務 効果

業務 効 来 甲独

受動 砂 c5π

環境分析やその 整備に 、     は戦略策定 （コ ン

セ プ トの 発見 と設定）に該 当す る 。 図 2 の   の

基点となる独自の 価値提案の 発見はイ ン サ イ ド

ア ウ ト／ア ウ トサ イドイ ン とい う手法の 交差 に

よる社会的課題 （≒ 社会的 ニ ーズ）の 選定を基

本 とするが 、  にお ける VC に隣接するク ラ ス

タ
ー
構成者や戦略的ブ イ ラ ン ソ ロ ピー

の協働相

手 となる非営利機 関等、従来の 事業枠組み か ら

すれ ば異質な差異 との 接触も  の 気づ きの 素地

となる と位置づ けて い る 。

皿． 戦略的CSR としての CSV の

　　 メ カニ ズム

　 3 − 1 ： 戦略的ポジシ ョ ニ ン グ指向の競争

　戦略論と しての CSV

　さて、こ うしたCSV サ イクル とそ の企業利益

との 連動の 論理 は、ポー
タ
ー

（1997；2001；2011）

の競争戦略論か ら解題 し得 る 。 かれの戦略論 は

業界の 競争構造分析か ら見出された位置の 有利

さを実現する、独自の 価値提案を見出 し （顧客

の 発見や コ ン セ プ ト化）、 それ を具現化 し得る

独 自の VC を編成 し、 その維持の ため の障壁 を

設ける こ とで 、持続的競争優位の 構築と堅持を

図 る （マ グ レ ッ タ 2012）。 か れ の 戦 略観を理

解
・
実践する理論的支柱 となる の が 5 フ ォ

ー
ス

（5Fs）分析、　 VC 、そ して ダイヤモ ン ドモ デ ル

で ある 。

　ポー
タ
ー

（1997）は競争戦略 を展 開する た

め の 5 つ の 要件 を提示 して い る 。 そ の 内容 を

CSV と関連づ けた もの が 表 2 で あ る 。 表 2 と

こ の 3 つ の 理論的支柱 とを関連づ けて 、競争戦

略 と して の CSV の 論理 をまとめ て み よ う。

　表 2 の   は5Fs分析 を前提 にする 。 かれ は競

争を、競合他社を含む 5 つ の 競争圧力間の 、利

益配分をめ ぐる駆け引きに よる取 り分の増減現

象と捉 える （マ グ レ ッ タ 2012，p，291）。代替品

や新規参入者の 脅威 、買 い 手の交渉力の 向上は、

主 に 自社製品の価格低下要因と して作用 し、供

給業者の 交渉力向上 は、主に原材料費等の 調達

コ ス ト上 昇要因 と して作用する 。 既存競合他社

との競争度合 い は、自社製品価格 の低下 と コ ス

ト上昇 の 作用 を もつ （同上，p．62）。利益 は競

合他社 を含む、業界 を取 り巻 く 5 つ の 競 争圧

力に決定づ け られ るが故に 、 業界の魅力度の検
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表 2 ：競争戦略展 開 の 5 つ の 要 件 と CSV

競争難諮 の 5要俘 鮟 効栗の 示7 ン み　　105Fの 3パ ターン との 勵 堕

  独 自の 班僧提案

の得卿 に調整 された 仏0

自 ら選ん だ 顧客層 に 特徴あ る価値 を適切

な価格で 提供 して い る か を考え る

独 自 の 価値 提案 を実現 する の に 行 う
一

連

の 活動 は競 合企業の 活 動 とは異なる か を

考える

社 外の 顧客 に 焦点 を当 て る lCSI
に 基 づ く事 業 と社 会 の 統 合

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1＝需要 に 関 す る考察　　　 1 とい う基 本 着想 やSV とい う位 置
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

・・
督
…
　
・

社 内の 業務 に 焦点 を当て る lVCの生 産性の再 定義⇒ 価値提案
＝供給に 関する考察　　　 1に 沿っ たVC 再編 と編成

　　　　　　　　　　　　；

＠競 合 と ぽ 異 な る

　 みレ
ー

ド才 フ

自社 の 価値 を最 も効率 的、効果 的 に 実 現

する ため に、や ならい こ と をは っ き り定

めて い るか を考 える

VC の 独 自 性 の 強 化 ≡    IVCの 独 自性 強 化

の 連携 と強化　 　　 　　 　 1

　　　　　　　　　　　　2

θ 仏o全 体の 遭 合誓

自社 が 行 う諸活 動 は 互 い に 価値 を高 め

合 っ て い る か ど うか を考える

戦略の 増 幅効果 ＝諸活 動の 1価値 提 案 とVC の 適 合 性 確 認 （OE
連動強化 に よ る模倣 困難 を 1 を超えた 展開 へ ）諸要素 の 連携
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ■

高め る ＝障壁 と して の 機能 1一一ロロロー一一一一一一一一一■一喩尊曽

渥濃 鰐 尠 な継競 荏

口凾一■一一ロー一一一一一一一一一一一■一■一一一■一■一一一一一一一
組 織が 得 意 な こ とに 磨 き を か け、諸 活 動

の 調 整、トレ
ー

ドオ フ 、適 合性 を 促す こ

とがで きる十分 な安定性 が、戦略の 核 に

ある か ど うか を考え る。

冂一冒ロー一一
　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一
昏
一一一一一一一一一一一呷一冒一ロー一一一一■一一一一一一

VS の 変 化 の 兆 し の 察 知 と 1ク ラ ス タ
ー

の 育 成、発展。先行

VC の 洗 い 出 し＝VC とVS 　I投 資 と し て の 戦略的フ ィ ラ ン ソ

の 変化 との 整 合づ け　　　 1 ロ ピー、コ
ー

ペ テ ィ シ ョ ン の 調

　　　　　　　　　　　　1整

出典 ； ポーター 〔1997．pp．11−20 ；p．25＞，マ グ レ ッ タ （2012，　p220 ）を参考に 加筆して 作成

索と 、 特定業界におい て 競争を回避し得 るポジ

シ ョ ン を業界 （の 競争）構造分析か ら導 く。

　  は基本的に、こ の 分析 か ら業 界の競争圧力

の低 い 領域 （見過ごされた顧客）に基づ い て コ

ン セ プ ト化 され る 。 CSV で は イ ン サ イ ド ア ウ

ト／ア ウ トサイ ドイン の 交差か ら、企業環境の

社会的次元に競争回避の 位置を強化す る素材 を

求め 、価値提案の 独 自性補強要素を見出す 。 社

会的次元 の 諸要素は業界の利益構造 を直接決定

す る もの で は な く、5Fs分析ほ ど合理的に競争

回避の 位置 を導出す るわけで はな く、恣意的に

なる と考えられ る 。

　次に  か ら  が  を具体化するVC の 編成要

件となる 。 VC は事業体が行 う企画、生産、販売、

配送、サ ポー ト等価 値創造 の諸活動の 集合で 、

最終顧客の た め の 価値創造 に必要な末端か ら末

端まで の全て の価値創造の 諸活動の 集合で ある

バ リュ
ー

シ ス テ ム （value　system ： VS）の
一

部 を構成 する 。 VS の 活動主体は複数か ら構成

され るが、VC は特定戦略主体が そ の 価値創造

の ため に主導的に コ ン トロ ール する諸活動範 囲

となる （同上，p．107）。

　ポ
ー

タ
ー

（2011）は 5Fs分析 に よるポジシ ョ

ン特定 の 後 に、業界の標準的なVC や VS との 関

係を洗い 出し、それ とは異なる独 自に調整 され

たVC （tailored　value 　chain ：TVC ）の構築を、

競争優位獲得 の 鍵 と して指摘する。かれの VC

分析は 、 ラ イ ン 業務 に該 当す る主要業務 とス

タ ッ フ業務に該当する支援業務に分けて事業活

動 を捉 える と こ ろ に特徴がある。こ れが イ ン サ

イ ドア ウ ト分析 に該 当す る 。

　 TCV が重要なの は、それ が 競争優位の 創出

と継続に 関係する か らで ある 。 競争優位とは相

対的高価格 を顧客 に支払わせ るか 、 相 対的低

コ ス トに よ っ て 価値 を提 供 し得 る か、そ の 両

方に よ っ て 、 可能 となる 。 それ を生 み だすの

が、  の TVC の 編成で あ り、 持続 的競 争優位

は、TVC の 独 自性 とそれ を持続 させ る障壁 に

依存する （マ グ レ ッ タ 2012，pp．124−9．；p．292）。

CSV はVC の生 産性 を重視するが 、そ もそ も競

争優位 とは TVC の 生産性に起因す る 。 競争戦

略論の 成否は 、 投下 した経営資源に対 して卓越

した収益を上 げる こ とがで きたか どうか 、
つ ま

り業界標準 を上 回る 収益率に よ っ て 測 られ る 。

かれはその指標 として投下資本利益率を用い る

（同上，p，127
−8．）。 その 表れが競争優位で あ り、
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それ はTVC の 編成や運用 にお い て諸資源を有

効活用 し、卓越 した価値を創造 し得て い る状態

を意 味す る （同上，p．105）。 従 っ て TVC の 生

産性が相対的低価格に よる価値提供の 、 従 っ て

競争優位獲得の 、第
一

の パ ス となる。

　    はTVC の諸 活 動の 整 合性 強化 を図 り、

戦略 効果 を増 幅 ・持続 させ る要件で 、その 本

質は 「何 をしな い か 」の 徹底に ある 。 TVC に

お い て独 自性の 要素 と合 致 しない 活動 を排 除

する とい う制約 を戦 略 に課す 点 にで あ る （同

上，p．工64 ；pp ．190−1．；楠 木 2010，　p ．138）。　CSV

に と っ て こ の ◎  はVC の 増強作用 と共 に戦略

的／受動的CSRの 峻別理由の 要件 と もなる 。

　 かれの 競 争 戦略論 にお ける戦略 主体 は企業

全体で は な く、 事業部門で ある （マ グ レ ッ タ

2012，p．98）。 事業毎に独 自の 価値提案を体現す

るTVC を編成する 。 それは当然競合他社の VC

と異 なる もの で なければな ら ない 。独自の価値

提案に沿 っ て 、そ の 実現の ため に編成 された

TVC は、相対的高価格を顧客に 要求 し得る活

動を意図 して編成 され る。こ れが競争優位獲得

の第二 の パ スで ある 。

　 に もかかわ らず 自社 の独 自性 か ら逸脱 し 、 か

つ 競合 と類似の 活動を行うこ とは 、 相対的高価

格を顧客に要求 しえる特性 を自ら減 じるこ とに

なる 。 また か れ は企業が 類似 の 活動を競合他社

よ りも優れ て行 う能力を業務効果 （operational

effectiveness ：OE ） と呼ぶ 。 こ れ は企 業が 経

営資源をよ り有効に活用す る慣行か らもた らさ

れ 、時限的に相対的低 コ ス トの 価値創造に寄与

す るが 、OE は戦略とは 区別され る （同上，　pp ．125

−7．）。OE は模倣余地が 高 く、そ こ に独 自性 の

素地が ない と判断され 、 相対的低 コ ス トの 源泉

と して OE に依存す る こ とは、低価格競争 の 悪

循環 ス パ イ ラ ル を招 く危険が ある と考え られ て

い るか らである 。

　 どち ら も、 そ の TVC の競争優位 を生 み出す

論理、そ して何 より競争圧力 を回避するた め に

選択 したポ ジ シ ョ ン を 自己破壊 して しまう。 逆

に
一

部の 活動の 安易 な模倣が 競合の VC の 強み

の論 理 と矛盾 して しまう程 に、TVC の 諸活動

の つ なが りに強固な整合性を持たせ る こ とがで

きれば 、戦略の 増幅 と共に 、 優位性を護る障壁

として機能する 。

　CSV と関連づ ければ 、　 VC の 編成を、またVC

上の 社会的悪影響 を、 業務慣行の改善に よ っ て

編成・緩和する こ とは、戦略で はな く、OE と判

断され る 。 それが独自性へ の 寄与が少ない 上 に、

競争のゼ ロサム 化に帰結する可能 i生が高い と判

断 さ れ る が 故 に受動的CSR と識別 され る 。 かれ

に とっ て 戦略 とは独 自の 価値 を提供す る こ と 、

その ため に独 白の ポ ジ シ ョ ン を選択 し 、 競合 と

は異なる
一連の 活動 を意図的 に選択、実行す る

こ とである （マ グ レ ッ タ 2012，p．134）。 従 っ て

「戦略的」CSR にお い て も、　 SV にか な う独 自の

価値提供 に寄与する意図的な活動から競争優位

化 を意 図 した VC の 生 産性改善の 取 り組 み で な

ければな らない の である。

　最後に 、   は競争戦略の効果 （競争優位を生

み 出す ロ ジ ッ ク） を持続 させ るた め の 要件で、

その 焦点は VC に 隣接する VS や ク ラ ス ターの 変

化へ の 適合 にある 。 変化に適合 しつ つ
、 安易 に

TVC の 編成を変更 しな い 事が 競争戦略と して

の こ の 要件 の 示 唆 と なる 。 TVC 編 成の 要件 に

は違 い ない が 、   と同 じ くVC 自体 よ りも、そ

の 周辺 との関連に競争戦略展開の 、 そ して 当然

CSV の メ カ ニ ズム に 関 して も、焦点がある。そ

の 軸は クラス ターで ある 。 競争戦略論の ダイヤ

モ ン ドモ デ ル はCSV に お い て は ア ウ トサ イ ド

イン分析の 枠組み とされ、競争と戦略 に与 える

コ ン テ クス ト要因の重要性 を浮 き彫 りする 。 ク

ラ ス ターはその
一
部に包含され て い る 。

　 ポーター （2001，p．81）に よれば、ク ラ ス タ
ー

は対等な市場競争の 領域 と階層的 もしくは垂直
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的な領域 とい う企業環境の 2 つ の 性質の 両方

を有 し、か つ それ らを接合する役割を果たす 。

特定分野にお い て相互 に関連の ある諸主体が地

理的に集積 して い る状態で 、事業 に関連する複

数の 産業や、競争構造に影響を与える地域特有

の 資源や 制度 （非経済的組織や、教育、財産や

自由競争 に係 わる法制度） を構成要素 と し、か

つ 機能する （同上，pp．77−9．）。

　ポ ー
タ
ー

（2001）は競争構造 と戦略展開に

与 える ク ラ ス ターの 影響 を表 3 の ように 指摘

する 。 表 3   よ うに 、 ク ラ ス ターは特定業界の

事業に必要な資源や ノウハ ウが集積 した 地理的

空間で あ り、そ こ に は業界特有の 情報、知識 も

多く蓄積 され 、 その 特性 は歴 史的 に培われて き

た もの で 、移転困難性を含む模倣困難性が 、 当

該 ク ラ ス ター
の 、そ して そこ に立地す るこ との

優位性 の源泉 となる と指摘する 。 クラ ス ターは

競争と協調が繰 り広 げられる コ
ーペ テ ィ シ ョ ン

の 空間で あ り、協調関係にお い て は 、 主体間の

情報 ・知識共有 による効果か ら、 イノ ベ ーシ ョ

ン を促進 し、競争関係はそ れ らを刺激する作用

を持つ
。 そ もそ も特定の 事業に とっ て、生産性

が高 く、 かつ イノ ベ ーシ ョ ン創発やその 刺激の

多 い 場 となる 。

　こ うした理由か ら、5Fs分析と同発想で 、自

事業に相応 しい クラ ス ターを立地場所と して 選

定する こ とと同時に ク ラ ス タ
ー
形成や操作を戦

略展開の
一

環 と して 示唆す る の で ある 。

　 ク ラ ス タ
ー

は VS と部分的 に領域が 重複する

が、特定業界における供給業者 （売 り手）や流

通業者 （買 い 手）の 数や質は5Fsの 競争圧力に

作用 し、それ らとの協調関係の有無は 自社の

VC の 生産性 を左右する 。 故に立地 （ポ ジシ ョ ン）

の 選定 だけで はな く、ダイヤモ ン ドモ デル の競

争環境の 諸 コ ン テ ク ス ト要因へ の 働 きか け （形

成と操作）を  の 要件として考慮する 。 そ の 留

意点が表 3 の ＠か ら  で ある 。 CSV で は表 2

の   は戦略的フ ィラ ン ソ ロ ピーが取 り扱 う問題

であ り、表 3 の   か ら◎はそ の 実施 ス テ ッ プと

酷似 して い る （高岡 2009，pp．37−41．）。

　こ の   は図 2 の CSV サ イクル の 二 つ と して

  →   の サイクル に関係する 。 ポ
ー

タ
ー

（2008，

p．39）は事業の 中核 をなすス キ ル を用 い て、企

業の ミ ッ シ ョ ン と密接 に関連す る社会的課題の

解決に コ ミ ッ トする ア ブ ロ
ー

チ こ そ が 、「価値

を共有する」本質で あ り、社会が利益を得る一

方で 、 その 問題解決に事業と して 取 り組むこ と

に よる 自社 の 経済的利益の 獲得とともに、そ の

裘 3 ：競争と戦略 に対す る ク ラ ス ターの 存在性

ク ラス タ ーが麗 争環垢〜ご

　　与え る影響バ ズ
ク ラズ タ

ー
形庇 に向げた難婚課暫

戦 略 課題 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 概要

  ク ラス タ
ー内 の事業者 の

　 生 産性向上 へ の 影響

  イ ノ ベ ー
シ ョ ン の 方 向性 と

　 ペ
ー

ス へ の 影響

  新規 事業 形 成 に対 す る刺 激 や

　 それに よ る クラス ター

　そ の もの の 強化へ の 影響

　　　　　　　　　　　　どん な業界に もそ の 業界の 事業 を行うの に 必要な資源や ノ ウ ハ ウが 集

　　　　　　　　　　　　積 した 地 理 的空 間が あ る。そ こ に は業 界特有 の 情報、知 識 も多い 。 し

  立 地を 選択する 　　　　か もその 優勢 は歴 史的に 築かれ た もの で 、移転 困難 で 、別の 場 に 短期

　　　 　　　 　　　　 　　に 形 成す る こ と も難 しい 。そ れ が ク ラ ス タ
ーの 優位性、模 倣困難性 と

　　　 　　　 　　　　 　　共 に そ こ に い る こ と の 利点 の 源 泉 とな る。

　　　 　　　 　　　　 　　ソ
ー

シ ャ ル キャ ピ タル を活用す る ばか りで は な く、その
一部に な る よ

  地域 に 根 を トう す 　　　う、事 業 プ ロ セ ス とは 直接 関 連 しない 、地 域社 会 等 に も積極 的 に 関 与

　　　　　　　　　　　 ．する。

◎ク ラ ス タ
ー

を改善す る　
一

義 的に は クラ ス ター発展 を念頭 に その 改善に コ ミ ッ トす る 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ク ラ ス タ
ー

の 発 展 を念 頭 に、地 域 の 公 共 則 へ の 支 出 を含 め、クラ ス タ
ー

  集団 と して 取 り組 む
　　　　　　　　　　　 ．構 成メ ン バ ーまた そ こ で の 同業者等 と、連携 ・協働 して 、取 り紅 む。

出典 ．ポ
ー

タ
ー

（200L　pp ．82−92．；pp．97−le5．）を基 に作成
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活動か ら新た なス キル を獲得 し、 新規事業の 開

発 につ なげる こ とを示唆す る 。

　 こ こ で は 自社の ス キル や ミ ッ シ ョ ン に関係す

る戦略的フ ィ ラ ン ソ ロ ピーを社会的 コ ミ ッ トの

きっ か けと し、社会的ニ ーズの 発見が 必ずしも

先にありきなの で はな く、 クラ ス ターの 形成や

支援 （環境操作）にお ける他主体との 交流 ＝社

会的 コ ミ ッ トの 過程や結果として 、 独 自の 価値

提案の 素材や社会的 ニ ーズ を認識 し得 る こ とを

も暗示 して い る 。

　3 − 2　社会的責任 ビジネス 構想 としての

　CSV の功罪と諸ア プロ ーチ との差異

　CSV は 、
　CSIと い う意向やSV と い う価 値概

念 に 象徴 され る よ うに、向社会的な事業観へ

の 回帰を喚起する 。 Crene 　et　al．（2014，　p．136）

は CSV の ニ ッ チ 戦略 と して の 可能性 を否定 し

な い が 、CSV を採用 す る事業 は、　 CSRを事業

要素 に統合 しない 企業に駆逐 される可 能性が高

く、株式会社企業全体の SRB の あ り方 として は、

有効で は ない と、懐疑的にCSV を批判する 。

　 しか しCSV は ニ ッ チ 戦略で も、
　 SRB の 制度

（例 えば B コ
ーポ レ ー

シ ョ ン） を論 じて い る わ

け で も な い
。 Porter＝ Kramer （2006 ；2011）

が CSV 構想で 提起 して い る の は、競争戦略の

論理 に即 して 、か つ それ と同 じく、プラ ス サム

の 健全な競争 と正 しい 戦略展開で あ っ て 、競合

の 打倒 で も、パ イの 奪取で もない 。 そ して社会

的責任の 推進で もな い
。 その 焦点は競争展開に

有利な独自性 の 強化へ の CSR の 活用で ある 。 例

え ばPorter＝Kramer （201L　p．16）　は、　SV と

い う視点が新 しい 製品やサービス 、対応す べ き

ニ ーズ や顧客 、 そ してそれ らに そ っ た VC の構

築の 仕 方等の 可 能性 を開 き 、 CSV か らの 競 争

優位は、従来の コ ス トや 品質の 改善か らの そ れ

よ りも持続可能で 、何 より模倣 やゼ ロ サム 競争

を打 開 し得 ると主張す る 。

　 これ は、CSV の 競争優位獲得の 源泉が 、企

業環 境 の 社会 的次元 に競争圧力 を回避す る ポ

ジ シ ョ ン を見 出す こ とにある こ とを示 唆する 。

CSV は社会的 ニ ーズ か ら既存製品 ・事業 を再 考

し、か つ 新規事業や市場の 育成を指向する。さ

らに事業の 成長をテ コ に企業利益とCSR 活動の

合致を図ろ うとする論理を も射程にする 。 しか

しそ の戦略原則は、競争を回避 し得るポジ シ ョ

ン におい て 、 VC の 資源利用効率 を高 め 、 その

改善を伴 う範囲に お い て 、か つ そ の 幅を漸進

的 に拡張 し得る 中で 、SV と い う価値の 最大化

を通 じて 企業 利益の 最大化 を指向す る （ibid，

2011，p．16）o

　以 下便宜的に なるが 、 関連する他の ア プロ ー

チ の SRB 観 と対 比 し、　 CSV の SRB と して の メ

カ ニ ズ ム の 論理 の 特徴 をま とめ て み よう。水

上 （2011，p ，2） はCSV 構 想 の 特徴 が、企 業 に

対す る社会か ら の 諸要請や 期待 を 「責任」で

は な く 「機会」 と捉 え る 点 に ある と指摘 す

る 。 Porter − Kramer （2006，　p．84，　p．92）も、

Grayson＝ Hodges （2004）の 同様の 着想を先駆

的として高 く評価する 。 かれ らはCSR を事業戦

略 に統合 し、 事業機 会 と して 展 開す る考 え を

CSO （corporate 　social 　opportunities ）と禾尓し、

SRB の 展開 （≒ メ カ ニ ズム ）を提起 して い る

（ibid，　pp．8−12．）（
6 ＞

。

　 しか し、こ の 種の 着想は、CSR論 にお い て は

古典 的か つ オー
ソ ドッ ク ス で ある 。 そ こ で は

CSV も同様で あるが 、　 CSR を企 業環境照射の

フ ィ ル タ
ー

に位置づ け、事業戦略の 前提で ある

環境 認識 に社会的次元 ・要素 を加 えるこ とを基

本 とす る
c7）

。 例 えば Davis ＝ Blomstrom （1975，

pp．242
−5．）は 、 啓発 され た 自己利 益観 をCSR

の行動原則 と して受容する論理の 中で 、 こ の 着

想 とそ の 実現の 論理 を以下 の ように説明す る 。

その 概念 は他人の 利益 を尊重する こ とが 自己の

利益促進に寄与し、 また自己の利益促進の ため
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に他者の利益 を尊重 しなければな らな い と い う

思考様式を指す 。 そ こで の 意思決定特性は、獲

得 し得る自己利益の 幅を時限的に とは い え、抑

制する こ とが 自己の 長期的利益 やその 増進にか

なうとい う思考を前提 と し、こ の 原則 を積極的

に受容する 。 そ して こ の考えが実現する理由と

して 、CSR要請や それ を形成する社会的関心 を

社会的 ニ
ーズ の 裏返 しと捉え、それに い ちはや

く対応す るこ とで 、 当該関心に起因する市場機

会を主導的に 開 くことに繋げる こ とを指摘する

の で ある 。

　 こ うした考えに見い だせ るSRB と して の メ カ

ニ ズ ム は、CSR とい う視点か ら 、 新規事業や 市

場 の 育成を介して 、
つ ま り事業や市場の成長 ＝

パ イの拡大を介 して 、企業利益 とCSR活動 との

合致を図 る とい う発想で ある。CSV はSV とい

う形で はあるが 、 そ の 拡張を通 じて利益の 最大

化 を指 向する （Porter＝Kramer 　2011，　p．16）。

そ こ で はポジテ ィ ブフ ィ
ー ドバ ッ ク思考で独自

性を拡張 し、資源利用効率が効 く範囲で事業の

成長を目指す 。 それに対 して 、CSRアプ ロ
ー

チ

は、啓発 された 自己利益観に象徴され る よ うに、

時限的とは い え、既存 の 利益獲得の あ り方 を抑

制する ネガテ ィ ブ フ ィ
ー ドバ ッ ク思考を採用す

る 。 そこで は企業利益獲得の あ り方に対する自

己の 制度上許容 された行動原理の 克己を必然と

する 。 こ こ に CSR とCSV の SRB と して の メ カニ

ズ ム の 、 またそれ を機能 させる原理 の 、 決定的

な差異の 一つ が ある 。

　 CSR の 受容 は 企 業 に 必然 的 に コ ス ト増 を

も た らす 。 従 っ て そ れ を吸 収 し得 る イ ノ

ベ
ー

シ ョ ン の 実現 が SRB に は 必 須 とな る 。

Grayson＝Hodges （2004）や CSR 論 に お い て

も、 CSR を事業機会に とい う発想を実現する に

は 、 か つ そ もそ も事業枠組み にCSR を統合 する

に は、多元的なイノベ ー
シ ョ ン の必要性 を認識

して い る （高岡 2015）。 しか しポ
ー

タ
ー

（2001；

Porter＝ Kramer 　2011，　pp．12
−5．）はクラ ス ター

に備わる イ ノベ ー
シ ョ ン の う化機能 とその競争

戦略や CSV に とっ て の重要性 を指摘す るが、そ

の創出方法には未言及で ある 。 唯
一

の 手法的示

唆 は戦略的フ ィラ ン ソ ロ ピーを通 じた 、 ク ラス

ターを中心 とする競争環境の 操作で、そこ に典

型 的に見 て とれ る SV の 内の社会 の 利益 は 、 実

は公共 の 益 で は な く、その 大部分が TVC 編成

やその 背景にお い て 関係するス テ
ー

ク ホ ル ダー

や メ タス テ
ー

クホ ル ダーとの 間で の 共益をその

具体 とする。 共益 と公益をある種混同 して い る

こ と、もしくは共益の 拡大を通 じた公益へ の 寄

与 プ ロ セ ス の 解明が 未明示で あるの は、SRB と

して の CSV 構想 の 陥穽の
一

つ とい える 。

　 マ グ レ ッ タ （2012，pp．48−9．）は 、 ポ
ー

タ
ー

（1997 ；2011）の 戦略論 にお ける独 自性 とは代

替品を含む競合他社 との 間で 差異 を生み 出す活

動の集合 であ り、 その独 自性 こそが競争優位の

本質で ある と い う。 独自の価値提案は、競争圧

力を回避 し得る領域の 発見に依存するが、SV

とい う独 自の価値提案の 位置 は、競争戦略論に

お ける 5Fs分析に基づ く把握 ほ どに は高精度 に

見出され る わけで は ない
。 それ を競争優位に仕

上 げ、か つ 持続させ る に は、VC は勿論、　 VS や

クラス タ
ー
構成者 との知識や資源共有の 調整と

活用の能力 を必須 とする 。 また共益の 共創過程

で あ っ て も、 そ こ で の協働に おける諸資源 を

コ
ー

デ ィ ネイ トする能力 こそが 、競争戦略論レ

ベ ル におけ る よ りも脆弱なSV の価値提案の独

自性を強固に 、かつ 模倣困難な持続 的競争優位

に止揚 し、共益 を超 えた公共の 益 につ なげる基

盤 となろ う。

　 しか しCSV はイノ ベ ーシ ョ ン 創発を含め 、 経

営 資源 をコ ーディ ネイ トする マ ネジメ ン ト能力

の 点が 看過され てお り、SRB や その メ カニ ズム

の 照射に とっ て は欠如 した論理部分となる
（8｝

。
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］V
卩
． むすび

　 本稿 は、CSV の SRB と して の メ カ ニ ズム を、

競争戦略論 との接 合か ら明らかに して きた 。 倫

理的要素が独 自の 価値提 案や SV 発 見の 素材 に

なる可 能性は否 定 しない が、CSVの 意思決 定

やSRB と して の メ カ ニ ズ ム に、倫理 的要素が 介

在する余地 は微塵 もない
。 従 っ て、CSR 概念の

考えを理 念に 、 その 実践方法 を示 唆す る の が

CSV で ある とい う類 い の 両者 の 関係 づ けや 理

解 は、全 く的 を射な い 。 また CSV 展 開の 出発

点となる、CSR と い う名 の 下で 企業に提起 され

る批判や要請を 、 事業機会 と認識す る とい う着

想もCSR 論の 古典 の 発想 と大差 ない 。

　CSV 構想は、企業が顧客の ため に独 自の 価値

を生み 出すこ とで 、 自らも卓越 した収益性を実

現で きる競争 を意味する戦略的競争、い わ ゆる

ウ ィ ンーウ ィ ン戦略の 対象に社会的次元 を組み

込 んで い る の で あ り （マ グ レ ッ タ 2012，pp ．297

−8．）、CSRは戦略展 開の 基礎 となる独 自性補強

要素に位置づ けられて い るに過 ぎない 。
つ まり

CSV はCSR を促進する こ とを 目的と して い る

わ けで は ない
。 CSV はSV と い う設定で 、あ く

まで も利益の 最大化 を指向す る 。 SV を発見 し、

拡張す る こ とが、企業 と社会双方に利益 をもた

らす とい う構図を前提 にSV の 拡張 ＝企業利益

の 最大化へ の貢献 とい う図式を想定す る 。 SV

とそれ にかなう独 自性の ある価値提案を実現 し

える TVC を編 成 し、そ れ を堅 持 し得れ ば、持

続的競争優位獲得か ら企業利益 に寄与するCSR

展開が 可能で ある と考 える 。 その 論理 は競争戦

略論に基づ くもの で あっ た 。

　CSV は ポ ジ テ ィ ブ フ ィ
ー

ドバ ッ ク指向の 事

業展開や意思決定の あ り方 をSRB の 展開 と して

採用するが 、 CSR ベ ース の SRBは時限的に で は

あるが、ネガテ ィ ブフ ィ
ー ドバ ッ ク指向の、自

己制御を利益獲得の 基本ス タ ン ス とする 。 それ

は当然、企業利益の 獲得を否定する もの で は な

い
。 CSV は 「種類として の正 しい 利益 （社 会的

便益 を伴 う、そ れ に貢献する企 業利益）」 を指

向する の に対 して 、CSR は 「正 しい 利益の獲得

の あり方 （時限的で あ っ て も、自己の行動原理

や利益拡張の衝動を制御
・
克己）」を指向する 。

　 こ うした 点 を踏 まえ、RBV ベ ー
ス や 経営戦

略論の 古典であ る戦略策定論 ベ ース の SRB 等 の

諸 パ ー
ス ペ クテ ィ ブ の 検討を含め 、 CSR ベ ース

のSRB 観との対比の 基に 、
　 CSR 論ベ ース と戦略

論 ベ ース の SRB 論理／メ カ ニ ズ ム を よ り体系的

に模索する こ とが 、 今後の 課題 となる 。

＊ 本 稿 は、科研費基 盤 研究 C 「国際開発型 ビ ジ ネス ス

キ ー
ム モ デ ル と して の BoP ビ ジ ネス の 調 査 ・実 証研

究」 （研究課題番号 ： 25380466）の 研究成果 の
一

部 で

あ る ＊

注釈

（1）　例 えばCSR 活動を利 益獲得後の社会還元

　　　で は な く、利益獲 得前 の 取 り組 み ＝価

　　　値創造過程 にお ける 問題 と位置づ けた

　　　APO （after−profit　obligation ） 指 向 に

　　　対峙す るBPO （before−）の 議 論、　 CSR

　　　課題の 洗い 出 しとそ れ へ の 組織的対応 と

　　　して 、業務的か つ 費用対効果 を重視 した

　　　CSR マ ネジ メ ン トを 「戦略的CSR」 と し

　　　て提起 した議論 、またCSR の 戦略発想の

　　　議論 をCSRI ，0と2．Oとい う軸で 区分 した

　　　議論等で ある 。 書誌等詳細は拙稿 （2007；

　　　2009）を参照 。

（2） 経営資源として の 資金 （や労働力等）の

　　　正当な支出が認め られ る活動領域 とい う

　　　意味 。

（3 ）　こ こ で は企業フ ィ ラ ン ソ ロ ピーも社会貢

　　　献活動 ・支出や寄附 も表現は異なるが 同

　　　
一

の もの として扱 っ て い る 。 概念的に慈

　　　善的で 、戦略的意図を附帯 しな い 法人寄

　　　附で ある 。 法人寄附は厳密には利益処分
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　　　過程における拠出を指す 。 昨今の 価値創

　　　造過 程 に おけ る経 費扱 い の支 出で はな

　　　く、富の分配と して拠出される資金で あ

　　　る 。 従 っ て 法人寄附は株主 （配 当）、経

　　　営陣 （報酬）、 法人 （内部留保）、そ して

　　　国家 （法人税）との 間で の 利益処分の 取

　 　　 り分 の 増減 にかかわる 。 故に高額 な法人

　　　寄附 は株主等を中心 に批判 され て きた 。

　　　この あた りの詳細は高岡 （2009）を参照 。

（4 ）　 こ の事業との 関連度合い は、＠操業 して

　 　　い る地域やVC 上 の課題等 、物理的 に密

　　　接 して い る問題、  自社の 事業にかかわ

　　　る技術、ス キ ル 等 を活か せ る 問題 、 そ

　　　して ◎自社 の ミ ッ シ ョ ン や価値観の 体

　 　　現 に か かわ る 問題、の 3 つ の 要素 か ら

　　　構成され て い る （ポーター 2008，p．38 ；

　　　Porter＝Kramer 　2011，　p．15参照）。

（5 ） かれ は競争環境と コ ン テ ク ス トとい う表

　　　現 を用 い て い る 。 どち らの 表現 も、 業界

　　　（の競争）構造 、つ ま り業界の 利益構造 に、

　　　影響を与える企業環境領域 を指す 。 論考

　　　に よっ て は 、競争環境は業界構造に直に

　　　隣接す る環境で 、競争 コ ン テ クス トは そ

　 　　の 中の 特定の 領域 を指 して い るが、こ こ

　　　で は実質的は同 じ対象を指すもの と して

　　　扱 う。

（6 ） 企業利益へ の リタ
ー

ン を生み 出すCSR を

　　 事業機会 と して 展 開す るための 3 つ の

　　　ベ ク トル と 7 つ の ス テ ッ プを提示 して い

　　　る　（Grayson　and 　Hodges　2004）。
　CSO

　　　の 3 つ の ベ ク トル は 、（
一

）製品 ・サービ

　　　ス の イノ ベ ー
シ ョ ン 、（二 ）新 しい 事業

　 　　モ デル の 構築 、そ して （三 ）新市場育成

　　　（Grayson　and 　Hodges　2004，　p．12）で あ

　　　り、CSV の 3 つ の 手法の 考え と類似 し

　 　 　て い る 。

（7） CSR2 で は ハ ーバ ー ド学派 の 初期の 戦略

（8）

策定論の 環境 認識 と適応 の 知 見 を援用

し、社会的責任対応 を論 じて い る 。

この点を重視 し、 RBV （Resource−based

View） ア プ ロ
ーチ か ら独 自 の SRB 構

想 を展 開する の が ハ ー ト （2008）で あ

る （高 岡 2011参照 ）。 か れ は 巨 大 多

国籍 企 業 の BoP事業戦 略 に 着 目 し、そ

れ を介 して 企業 の 事業構成の 転換 と企

業 シ ス
’
テ ム 全体 の 変革 をRBV の 観点

か ら 論 じ る 。 Porter＝Kramer （2011，

p．15） もCSV の 成 功 例 と し て、 多 国

籍企 業 に よ るBoPビ ジ ネ ス を指摘 し、

Bockstette＝Stamp （2011） はCSV ア プ

ロ
ー

チ の企 業戦略論の 枠組み を提起す

る 。 しか しイノ ベ ー
シ ョ ン創出に対する

OE に象徴 され る経営資源編集能力の位

置づ けに、両者の 決定的差異が ある 。 こ

れ は両枠組み の 戦略観 の 差異 に起因す

る （楠 木 2012，pp．85−165，）。 ポ ー ター

（2001）はクラ ス タ
ー

にRBV ア プ ロ
ー

チ

と類似 した考え を投影 し つ つ も （表 3

の   参照）、 OE を持続的競争優位の 源泉

とは認め な い が、RBV は OE を生み 出す

慣行が他社 に とっ て模倣困難さを伴 う程

に組織ル
ー

テ ィ ン に落と し込 まれて い れ

ば 、それ こ そが競争優位 の 源泉 と捉 える

（†南木 2012，p，138）。
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